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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建物の柱を囲繞する支持部と、
　該支持部の上部に固定され、前記建物の柱を囲繞する免震部とを備え、
　前記建物の柱が崩壊した際に、前記支持部が前記免震部を介して該建物の荷重を支持す
ることを特徴とする建物の耐震改修装置。
【請求項２】
　前記免震部は、免震ゴム又は、免震ゴムと油圧減衰器、摩擦減衰器、転動減衰器もしく
は滑動減衰器との組み合わせからなることを特徴とする請求項１に記載の建物の耐震改修
装置。
【請求項３】
　前記免震部の上部と、該免震部及び前記支持部が設置された階の上位の階の構造物との
間に、所定の隙間を備えることを特徴とする請求項１又は２に記載の建物の耐震改修装置
。
【請求項４】
　前記建物の柱が崩壊した際に、前記免震部の上部と、該免震部及び前記支持部が設置さ
れた階の上位の階の構造物との間の水平方向の相対移動を所定範囲内に規制する規制手段
を備えることを特徴とする請求項１、２又は３に記載の建物の耐震改修装置。
【請求項５】
　建物の柱を支持部で囲繞し、
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　該支持部の上部に、前記建物の柱を囲繞するように免震部を設け、
　前記建物の柱が崩壊した際に、前記免震部を介して前記支持部によって該建物の荷重を
支持することを特徴とする建物の耐震改修方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建物の耐震改修装置及び耐震改修方法に関し、特に、既設の建物の１階部分
に設けた壁のない空間であるピロティ等に好適に適用することのできる建物の耐震改修装
置及び耐震改修方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在では、地震等による災害を想定し、建物を新設する際に高レベルの耐震強度が要求
される。しかし、既設の建物、特に、かなり以前に建築されたものについては、現在のよ
うな高レベルの耐震強度を要求されていなかったため、耐震強度を上げるための方策が必
要となる。特に、阪神淡路大震災において建物のピロティ部分や、建物断面が異なる階等
の特定の階に破壊を生じた建物構造物が少なくなく、新築建物の耐震性のみならず既存建
物の効果的な耐震補強方法の研究が進められている。
【０００３】
　そこで、例えば、特許文献１には、建物の柱を支承するアイソレータとともに、建物の
構造体と、この構造体を支える基礎との間に配置され、複数の積層板と、粘弾性ゴム層と
を有する免震建築用ダンパが記載されている。特許文献２には、鋼材の弾塑性を利用した
ダンパ又は、粘性体の粘性抵抗を利用したダンパと、滑らかな支持面上に載置された球又
は円柱状の転動体を介して鉛直荷重を支持する鉛直支持機構とにより、上部構造体の水平
移動を許容し、上部構造体に大きな地震力が伝達されるのを回避する免震構造物が開示さ
れている。特許文献３及び４には、既存建物の免震化工法が各々記載されている。
【０００４】
　一方、特許文献５には、複数枚の硬質板と、ゴム状弾性板とを交互に積層した積層体の
積層方向の両端に、外径が、鉄筋コンクリート製柱の外径以下に構成され、かつ、厚み方
向の中間部に内挿フランジ部との固定作業用スペース、及び柱との結合作業用スペースを
確保するに十分な大きさの凹部を形成した取付用フランジ部プレートを、ボルトを介して
固定保持させて免震用積層ゴムを構成し、この積層ゴムを柱の中間位置に介在させて固定
した免震用積層ゴム及びその取付部構造が開示されている。
【０００５】
【特許文献１】特開２００１－１６４７９１号公報
【特許文献２】特開２００１－２８８９３０号公報
【特許文献３】特開平１１－６２２７１号公報
【特許文献４】特開２００１－２２０９０１号公報
【特許文献５】特開２００２－６１４１３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、特許文献２に記載の従来の免震構造物は、既存の建物に適用する際には、建物
全体を仮設の補強基礎で支持し、その下方に凹状のコンクリート基礎構造体を形成し、さ
らに、複数の鉛直支持機構及びダンパを設置する必要があるため、建物の規模が大きくな
るに従って技術的に施工が困難になり、施工コストが上昇するという問題があった。また
、特許文献３、特許文献４に記載の既存建物の免震化手段においても、柱の切断や施工時
における上部構造体のジャッキによる支持が必要であり、施工自体容易ではなかった。
【０００７】
　さらに、特許文献５に記載の免震用積層ゴムは、柱寸法との収まりより、既存の建物に
も外観意匠面から適用した場合好ましいといえるが、既存建物の免震化を図る上では、柱
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から免震用積層ゴムへ建物の荷重を移設する作業が必要であり、特許文献３、特許文献４
と同様施工自体容易ではない。尚、従来の耐震改修方法全般にいえることであるが、耐震
改修の際には、建物全体及び各階毎において耐震基準を満足しなくてはならないため、ほ
とんどの階で耐震改修が必要になる。
【０００８】
　そこで、本発明は、上記従来の技術における問題点に鑑みてなされたものであって、既
設の建物の耐震改修を行うにあたって、構成が簡単で、低コストで、効果的な耐震改修を
行うことなどが可能な建物の耐震改修装置及び耐震改修方法を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するため、本発明は、建物の耐震改修装置であって、建物の柱を囲繞す
る支持部と、該支持部の上部に固定され、前記建物の柱を囲繞する免震部とを備え、前記
建物の柱が地震等の外部入力により崩壊した際に、前記支持部が前記免震部を介して該建
物の荷重を支持することを特徴とする。
【００１０】
　そして、本発明によれば、建物の既存の柱の周囲に支持部を立設し、その上部に免震部
を設けるだけで耐震改修を行うことができ、地震等の外部入力により既存の柱の崩壊後、
自動的に上方階が免震部に載り免震構造を形成することができるため、既存の建物の耐震
改修を簡単かつ低コストで行うことができる。
【００１１】
　また、本耐震改修装置を施工する際には、既存柱から免震装置へ荷重伝達を行うことが
ないため、施工時に地震等が発生した場合でも、柱の切断やジャッキによる上部階の荷重
支持を行わないので、既存の建物の耐震性能を維持した状態であり、施工に伴う特別の管
理が不要となるばかりでなく、作業員、居住者の安全性を損なうこともない。
【００１２】
　さらに、既設の柱の下部を支持部により囲繞すると、当該囲繞された範囲が補強される
こととなるため、地震時の際に崩壊する柱の部位が支持部で囲繞されない範囲に限定され
る結果、崩壊箇所を限定できるため、免震部の設置部位も事前に設定することが可能とな
る。
【００１３】
　また、地震等によって柱が崩壊した場合、免震部を介して柱を囲繞する支持部によって
新たに建物の荷重を支持するため、柱の崩壊前後で建物荷重の軸力線の移動が少なく、柱
以外の部分で建物の荷重を受けた場合生じる梁等へのモーメントによる構造物への損傷の
おそれを防止しうる。
【００１４】
　さらにまた、地震等によって柱が崩壊した場合でも、崩壊した柱の破片等が支持部の内
部に留まるため、これらの破片等を外部で処理する必要もない。
【００１５】
　前記建物の耐震改修装置において、前記免震部を、免震ゴム又は、免震ゴムと油圧減衰
器、摩擦減衰器、転動減衰器もしくは滑動減衰器との組み合わせで構成することができる
。
【００１６】
　また、前記建物の耐震改修装置において、前記免震部の上部と、該免震部及び前記支持
部が設置された階の上位の階の構造物との間に、所定の隙間を備えることができる。これ
によって、柱の崩壊前において免震部の経年変化状態の確認や必要に応じ装置の取り替え
及び、修理等を容易に行うことができ、耐震改修装置のメンテナンスが容易となる。
【００１７】
　前記建物の柱が崩壊した際に、前記免震部の上部と、該免震部及び前記支持部が設置さ
れた階の上位の階の構造物との間の水平方向の相対移動を所定範囲内に規制する規制手段
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を備えることができる。これによって、柱の崩壊後の建物の水平方向の移動を規制するこ
とができる。
【００１８】
　さらに、本発明は、建物の耐震改修方法であって、建物の柱を支持部で囲繞し、該支持
部の上部に、前記建物の柱を囲繞するように免震部を設け、前記建物の柱が崩壊した際に
、前記免震部を介して前記支持部によって該建物の荷重を支持することを特徴とする。こ
れによって、上述のように、既存の建物の耐震改修を簡単かつ低コストで行うことができ
、柱の崩壊後、自動的に免震構造を形成することができ、施工時に地震等が発生した場合
でも、既存の建物の耐震性能を損なうこともなく、崩壊箇所をある程度想定することがで
き、柱に接続されている梁等に作用するモーメントを極力小さくすることが可能となり、
崩壊した柱の破片等を外部で処理する必要もないなどの効果を奏する。
【発明の効果】
【００１９】
　以上のように、本発明によれば、既設の建物の耐震改修を行うにあたって、構成が簡単
で、低コストで、効果的な耐震改修を行うことなどが可能な建物の耐震改修装置及び耐震
改修方法を提供することが可能となる。さらに、本耐震改修方法は、地震時等で破壊する
部分を特定し、その部分だけの耐震改修の実施で済むので、居住者が居ながら改修するこ
とが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　図１（ａ）は、本発明にかかる建物の耐震改修装置及び耐震改修方法を適用する前の既
設の建物を示し、図１（ｂ）は、図１（ａ）に示した建物に、本発明にかかる建物の耐震
改修装置及び耐震改修方法を適用した後の建物を示す。
【００２１】
　図１（ａ）に示した建物１は、１階部分が壁のない空間として形成され、グランドレベ
ルの床２に複数の柱３のみを備えた、いわゆるピロティタイプの建物である。本実施の形
態では、図１（ｂ）に示すように、この建物１の各々の柱３を囲繞する支持部としてのコ
ンクリート支柱１１と、コンクリート支柱１１の上部に固定される免震部として機能する
免震装置１２とを設けて耐震改修装置を構成した。
【００２２】
　コンクリート支柱１１は、図２に示すように、床２の上に、柱３の周囲に円筒状に立設
される。このコンクリート支柱１１は、床２内に延設されるように鉄筋を配設した鉄筋コ
ンクリート構造とすることが好ましい。尚、コンクリート支柱１１に代えて、鉄骨構造に
て支持部を構成することもできる。コンクリート支柱１１の天井部には、免震装置１２と
の接続のためのフランジ部１１ａが設けられる。
【００２３】
　免震装置１２は、コンクリート支柱１１の上部に固定され、免震ゴム１２ｂと、免震ゴ
ム１２ｂの上下端部に設けられたフランジ部１２ａ、１２ｃとで構成される。免震装置１
２は、フランジ部１２ａ及びフランジ部１１ａを介してボルト１５によってコンクリート
支柱１１に固定される。免震ゴム１２ｂ、フランジ部１２ａ、フランジ部１２ｃ及びフラ
ンジ部１１ａは、柱３を囲繞するため、３つ割りで構成される。各々の免震ゴム１２ｂに
は、免震効果を高めるため、鉛プラグが埋設される。尚、３つ割りされた各部材を一体化
するようにフランジ部１２ａ、フランジ部１２ｃを各々接続用プレート（図示せず）で接
合しても良い。また、免震ゴム１２ｂ、フランジ部１２ａ、フランジ部１２ｃ及びフラン
ジ部１１ａの分割数は、３つ割りに限定されることはなく、２つ以上任意の数に分割する
ことができる。
【００２４】
　免震装置１２の上方の梁４の下面には、取付プレート１３がアンカーボルト等により固
定される。この取付プレート１３と、免震装置１２のフランジ部１２ｃの間には、隙間ｓ
が形成される。この隙間ｓは、図１に示した建物１の崩壊に影響しない程度の地震が発生
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した場合でも、梁４が免震装置１２に接触しない２０～５０ｍｍ程度に設定される。
【００２５】
　次に、上記構成を有する建物の耐震改修装置の動作について、図２乃至図４を参照しな
がら説明する。
【００２６】
　図２の状態で地震が発生し、地震による振動によって柱３に亀裂が入り、図３に示すよ
うに、崩壊し始める。ここで、柱３の下部が床２に立設されたコンクリート支柱１１で補
強されているため、図示の１階部分の柱３の略々中間部が崩壊し始めることが多い。
【００２７】
　柱３の崩壊とともに、梁４のレベルが下がり、これに伴って、梁４の下面に設置された
取付プレート１３も下降し、免震装置１２のフランジ部１２ｃに当接し、これまで柱３が
支持していた荷重を免震装置１２を介してコンクリート支柱１１が支持し始める。最終的
に柱３が崩壊すると、図４に示すように、柱３が支持していた全荷重をコンクリート支柱
１１が支持することとなる。その後、ボルト１６で、免震装置１２のフランジ部１２ｃと
、取付プレート１３とを締結し、建物１の水平方向の移動を規制する。これによって、免
震装置付きの支持構造を形成することができる。
【００２８】
　尚、上記実施の形態においては、建物の既存の柱に支持部及び免震部を有する耐震改修
装置を設ける場合を例にとって説明したが、柱の存在しない空間に、新たに柱を設置する
場合等にも本発明にかかる耐震改修装置及び耐震改修方法を適用することができる。また
、既設の建物のピロティ以外の中間階における柱等についても、本発明を適用することが
できる。
【００２９】
　さらに、免震装置１２のフランジ部１２ｃと、取付プレート１３との間の摩擦力によっ
て建物１の水平方向の移動を規制することができる場合には、上記ボルト１６を用いる必
要がない。逆に、前出したボルト１６以外の手段で確実に柱３の崩壊後の建物１の水平方
向の移動を規制するため、免震ゴム１２ｂと取付プレート１３との間の水平方向の相対移
動を所定の範囲に規制する凹凸構造等をフランジ部１２ｃと取付プレート１３の間に設け
ることもできる。
【００３０】
　次に、本発明にかかる建物の耐震改修装置の第２の実施の形態について、図５を参照し
ながら説明する。
【００３１】
　本実施の形態においては、免震装置２２を上部に備える支持部としてのコンクリート支
柱２１を、下方に向かって徐々に小径になるように円錐台状に形成し、柱３に連結してい
る。このように構成することにより、地震等による柱３の崩壊前後における軸力線の移動
をより確実に防止することができ、柱３に接続されている梁等でのモーメント発生をより
確実に防止することができる上に、柱３の下部の剛性を強化する結果、柱３の崩壊する範
囲を図１～４に示した実施例に比較し、狭い範囲で想定することが可能となる。
【００３２】
　次に、本発明にかかる建物の耐震改修装置の第３の実施の形態について、図６を参照し
ながら説明する。
【００３３】
　本実施の形態は、免震ゴム３１と油圧減衰器３２とを組み合わせた耐震改修装置であっ
て、上位階の梁３３の方向に沿って油圧減衰器３２が取り付けられ、柱３４の崩壊後に生
じる水平変位を油圧減衰器３２で低減することができる。尚、同図は、一方向性の油圧減
衰器の取付例であるが、これに代えて、押引き両方向の油圧減衰器を用い、上位の階側と
の取付構造部を鉄道車両等に用いる自動連結器構造としても良い。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
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【図１】本発明にかかる建物の耐震改修装置の一実施の形態を説明するための概略図であ
って、（ａ）は、耐震改修装置設置前の状態、（ｂ）は、設置後の状態を示す図である。
【図２】本発明にかかる建物の耐震改修装置によって柱を補強した状態を示す図であって
、（ａ）は一部断面図、（ｂ）は上面図である。
【図３】図２に示した建物の耐震改修装置によって補強した建物の柱が地震時に崩壊する
状態を示す図であって、（ａ）は一部断面図、（ｂ）は上面図である。
【図４】図２に示した建物の耐震改修装置によって補強した建物の柱が地震で崩壊した後
の状態を示す図であって、（ａ）は一部断面図、（ｂ）は上面図である。
【図５】本発明にかかる建物の耐震改修装置の第２の実施の形態を示す一部断面図である
。
【図６】本発明にかかる建物の耐震改修装置の第３の実施の形態を示す概略図である。
【符号の説明】
【００３５】
１　建物
２　床
３　柱
４　梁
１１　コンクリート支柱
１１ａ　フランジ部
１２　免震装置
１２ａ　フランジ部
１２ｂ  免震ゴム
１２ｃ　フランジ部
１３　取付プレート
１４　鉛プラグ
１５　ボルト
１６　ボルト
２１　コンクリート支柱
２２　免震装置
３１　免震ゴム
３２　油圧減衰器
３３　上位階の梁
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